
付属資料５　戦後の防災制度・体制の歩み

契機となった災害等 災害対策に係る主な法制度 法制度の説明

1940年代 1945(昭和20年) 枕崎台風

1946(昭和21年) 南海地震

1947(昭和22年) カスリーン台風 47「災害救助法」

1948(昭和23年) 福井地震

49「水防法」

1950年代 50「建築基準法」

1959(昭和34年) 伊勢湾台風

1960年代 60「治山治水緊急措置法」

1961(昭和36年) 豪雪 61「災害対策基本法」 我が国の災害対策の最も基本となる法律

　62 中央防災会議設置 ・防災行政の責任の明確化

　63 防災基本計画 ・総合的かつ計画的な防災行政の推進等

62「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律」

1964(昭和39年) 新潟地震 「豪雪地帯対策特別措置法」

66 「地震保険に関する法律」

1967(昭和42年) 羽越豪雨

1970年代 1973(昭和48年) 桜島噴火 73「災害弔慰金の支給等に関する法律」

浅間山噴火

1976(昭和51年) 東海地震発生可能性の研究

発表（地震学会）

1978(昭和53年) 宮城県沖地震 78「大規模地震対策特別措置法」

1980年代 80 「地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事

業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」

81 「建築基準法施行令」一部改正

1990年代 1995(平成7年) 兵庫県南部地震 95 「地震防災対策特別措置法」

（阪神・淡路大震災） 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

「災害対策基本法」一部改正

96「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るた

めの特別措置に関する法律」

97「密集市街地における防災地区の整備の促進に関する

法律」

98「被災者生活再建支援法」

1999(平成11年) 広島豪雨

JCO臨界事故 99「原子力災害対策特別措置法」

2000年代 2000(平成12年) 東海豪雨 00「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律」

01「水防法」一部改正

02「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関す

る特別措置法」

03「特定都市河川浸水被害対策法」

2004(平成16年) 新潟・福島豪雨等 04「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災

対策推進に関する特別措置法」

新潟中越地震

05「水防法」一部改正

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」一部改正

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正

06「宅地造成等規制法」一部改正

　「活動火山周辺地域における避難施設等の整備等に関

する法律」（→昭和53年、「活動火山対策特別措置

法」）

・ボランティアや自主防災組織による防災活動の

環境整備、内閣総理大臣が本部長となる「緊急災

害対策本部」の設置要件緩和、自衛隊の災害派遣

要請の法定化等



2008(平成20年) 岩手・宮城内陸地震

2010年代 2011(平成23年) 東北地方太平洋沖地震（東

日本大震災）

11 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律」一部改正

11「津波対策の推進に関する法律」

　「津波防災地域づくりに関する法律」 【第１弾改正（2012年）】

12「災害対策基本法」一部改正 ・大規模災害の広域対応

    「原子力規制委員会設置法」 ・教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画

による地域防災力の向上 等

13「災害対策基本法」一部改正

    「大規模災害からの復興に関する法律」 【第２弾改正（2013年）】

    「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正

    「水防法」・「河川法」一部改正

「大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別

措置法」

「首都直下地震対策特別措置法」

14 「海岸法」一部改正

2014(平成26年) 豪雪 「災害対策基本法」一部改正 ・災害時における緊急車両の通行ルート確保のた

めの放置車両対策 等

広島土砂災害 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」一部改正

御嶽山噴火

15「活動火山対策特別措置法」一部改正

「災害対策基本法」一部改正 ・特定の大規模災害による廃棄物処理について、

環境大臣による災害廃棄物処理に関する指針の策

定、廃棄物処理の代行 等

2016(平成28年) 熊本地震 16 「災害対策基本法」一部改正

台風10号 17 「水防法等の一部を改正する法律」 ・大規模地震や大雪等の災害時における緊急車両

の通行ルート確保のための放置車両対策（実施主

体に港湾管理者及び漁港管理者を追加）

18 「災害救助法」一部改正

「災害対策基本法」一部改正

2019(令和元年) 房総半島台風、東日本台風

2020年代 20「都市再生特別措置法等」一部改正

2020(令和２年) ７月豪雨 　「被災者生活再建支援法」一部改正

2021(令和３年) ７月１日からの大雨 21「災害対策基本法等」一部改正

　「特定都市河川浸水被害対策法等」一部改正

22「津波対策の推進に関する法律」一部改正

    「豪雪地帯対策特別措置法」一部改正

    「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災

    対策の推進に関する特別措置法」一部改正

   「宅地造成及び特定盛土等規制法」

  （「宅地造成等規制法」一部改正）

2024(令和６年) 能登半島地震 24「活動火山対策特別措置法」一部改正

25「災害対策基本法等」一部改正 ・国による地方公共団体の支援強化、防災監の設

置、福祉的支援等の充実、登録被災者援護協力団

体制度の創設、 備蓄公表の義務化、インフラ復

旧・復興の迅速化 等

・避難勧告・避難指示の一本化、個別避難計画の

作成の努力義務化、広域避難に係る居住者等の受

入れに関する規定、おそれ段階での国の災害対策

本部設置及び災害救助法の適用 等

・被災者支援の充実、住民等の円滑かつ安全な避

難の確保、大規模広域な災害に対する即応力の強

化、平素からの防災対策の強化 等

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法」（「東南海・南海地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法」一部改正）

・被災都道府県からの応援の求めを受けた都道府

県が、その区域内の市町村に対して被災市町村へ

の応援を求めることができることを明確化


